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要約

　現在グローバル化が進み、それに伴う国境を越えた「人の移動」が盛んになりつつある。
そこで今回私たちは、日本における在日外国人、その中でも特にニューカマー外国人にあたる日系ブラジル人を取り上げ、その子女の教育問題に焦点を当て、現状分析を行い、公立学校の教育環境の改善を目指した政策提言を行う。

　第1章では在日ブラジル人の概観について述べる。まず日系ブラジル人が国境を越えて日本へ移動してきた背景と、その移動が拡大する契機となった1989年の出入国管理及び難民認定法の改正を踏まえて、在日ブラジル人の現状について説明する。また近年指摘されている在日ブラジル人の実質的定住化現象については登録外国人統計などを用いて分析を行う。さらに同統計資料を用いて在日ブラジル人の居住分布についても分析し、地域性のある問題であることを明らかにする。最後に本論文を記述するにあたっての先行研究の位置づけを述べていく。
　第2章では、在日ブラジル人子女に対する日本語教育の必要性について、日本が知識基盤社会に基づいた「学歴」社会となっていくという観点から、在日ブラジル人子女の高校進学率の動向などを地域ごとに比較し現状分析を行い、問題点を明らかにする。それを踏まえた上で、在日ブラジル人子女の日本語教育の現状と問題点を「生活言語」「学習言語」「母語の重要性」を中心に説明し、最後に在日ブラジル人子女の日本語教育の必要性を実際に行われた調査に基づいて述べていく。
　第3章では、在日ブラジル人子女に対する教育の現状について、外国人学校（ブラジル人学校）と日本の公立学校を複数取り上げて、分析を行う。ブラジル人学校については岐阜県大垣市HIRO学園を取り上げる。公立学校については在日ブラジル人子女の多い自治体である静岡県浜松市・群馬県太田市・愛知県豊橋市の事例を取り上げる。HIRO学園については、メールでのインタビューなどを通して、主に母国ブラジルへの帰国予定者を対象とした学校であることを明らかにする。公立学校についても、メールでのインタビューなどを通して、公立学校の教育現状を明らかにする。また公立学校の日本語教育の取り組みについては、制度（加配制やセンター校制）や授業形態（取り出し授業やティーム・ティーチング）で分類し、その効果や問題点について分析する。そして最後に、公立学校における日本語教育に同地域の日本語学校が協力を行っていることから、日本語学校の概要とその取り組みについて述べる。
　第4章では、3章までの分析を踏まえ、問題意識を整理した上で政策提言を行う。具体的な問題意識の一つとして「在日ブラジル人子女の進学率が日本人と比べて良くない」というものが挙げられる。静岡県浜松市・群馬県太田市・愛知県豊橋市などの自治体ごと公立学校で様々な方策がとられているが、この問題を根本的に解決しようとしているとは言いがたいとの認識に立ち、この問題を解決するにあたって、在日ブラジル人子女に対して、専門性に裏打ちされた日本語教育が必要であるとした。これは、一つは生活言語のみならず学習言語としての日本語を獲得し高校などへ進学に必要な学力を身につけられるようにするための言語的なサポートであり、もう一つはその指導にあたって必要となる在日ブラジル人人子女のアイデンティティを育む手助けとなる精神的なサポートのことである。
　以上の二点を実現するための、公立学校に通う日本語教育が必要な在日ブラジル人子女を対象にした具体的な政策について述べる。一つはマクロ的な政策として「センター校によるダブルスクール制」であり、もう一つはミクロ的な政策として「センター校における人材確保」である。
①
センター校によるダブルスクール制

センター校とは複数間の学校の中で取り上げられた、外国人児童・生徒の教育を行う公立学校であり、そこを拠点として日本語教育を必要とする児童・生徒が生活言語のみならず、学習するにあたって必要な学習言語を学ぶ場を設置する。よって児童・生徒は公立学校とセンター校の両方に通うこととなるためダブルスクール制と称する。

②
センター校における人材確保

センター校における教員として、a,言語的なサポートを行う日本語教育を専門とするものと、b,精神的なサポートを行うものを必要とする。そこで、a,の言語的なサポートをするものとして、私たちは日本語教育を専門とする日本語指導教員（日本語学校の教員など）が望ましいと考える。また、b,は精神的なサポートや進学相談などの支援をするもの「ピア・リーダー」を提案する。
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第2章 在日ブラジル人の概観
　本章では日本に在住している日系ブラジル人を概観する。

　日本に滞在している外国人は、その滞在期間に注目すると、観光やビジネスなどを理由として日本に短期滞在するものと、留学や就学など理由として目的に中長期滞在するもの、

就労可能な在留資格を用いて長期滞在するものの三つに分けることができる
。本章で取り上げる在日ブラジル人は最後に挙げた長期滞在に分類される。在日ブラジル人は、戦前から日本に在住している「オールドカマー」とは異なり、戦後から日本に入国し滞在するようになった外国人「ニューカマー」である
。
　在日ブラジル人の多くは、「はじめに」でも述べたように、戦前から始まる日本からブラジルへの移民政策によって生まれた日系人である。そしてこれは後で詳しく述べるが、日本の入管制度に従い、正式に入国し滞在する外国人である。この日系ブラジル人は、ブラジルの日系人人口のうち日系2世・日系3世人口がその7割以上を占めるなど、世代交代が進んでいる。また非日系人と日系人との婚姻が5割近く占めるなど現地社会への同化も進んでおり、日本語を話すことのできない人たちも多い
。

　本章では、エスニック的背景を日本に持ちながらも、異国の地で「異文化」を身に付けてきた日系ブラジル人が再び日本に戻ってきているという現象「デカセギ」について簡単ながら、日本にどのように滞在しているかに触れていきたい。

第1節 在日ブラジル人の増加の背景

　日本に滞在する日系ブラジル人（以下、在日ブラジル人）を見ていく前に、日系ブラジル人が国境を越えて日本へ移動する現象である「デカセギ」について簡単に説明する。
　デカセギは1980年代のブラジルの経済状況に幻滅した日系ブラジル人がより良い生活条件を求めて日本へ出稼ぎに来た現象のことを言う
。日系ブラジル人のデカセギは後でも述べるように、1989年の出入国管理及び難民認定法（以下、入管法）の改正を契機に拡大し、現在も継続している現象である。今後このデカセギ現象が継続していくかどうかという問題は、政治や経済の動向によって大きく左右されるため、はっきりした見通しを立てることはできない。しかしながら日本の人口減少・労働力人口の減少は非常に大きな問題である。たとえば今年2008年6月には自民党国家戦略本部が「日本型移民政策の提言」を行った
。また社会法人日本経済団体連合会は、2008年に打ち出した「人口減少に対応した経済社会のあり方」の中で、これまでは高度人材の受け入れと外国人研修・技能実習生の受け入れを積極的に行ってきたが、今後は一定資格や技能を有する人材を中心とする幅広い層の受け入れ、さらにはその定住化を図っていけるように、関連省庁一帯となっての制度改革を行う必要があると述べている
。一方で、こうした外国人受け入れに前向きな意見の中にも、移民政策は国家の根本を揺るがす問題であるから、デカセギのような単純労働者の受け入れについては、欧州先進諸国で起きている失業問題や閉鎖的コミュニティの形成といった問題を重く受け止め、さらに議論を深めていくべきだとする慎重論も並存している
。

　このように「移民」の受け入れについての問題は未だ発展途中の議論である。しかしながら日系ブラジル人が行っているデカセギという現象は現行の法制度の中で正当に行われているものである。そして近年このデカセギという現象は、後で詳しく述べるように、短期的な人の移動という現象から、長期的な定住という形態に姿を変えている。質的に変化したと言えるデカセギ現象ではあるが、日系ブラジル人の入国が今後増えていくかの見通しは、現行の法制度の観点から見ると、定住者資格は日系三世までにしか認められていないものということから、純減していくであろう。しかし次節でも述べるように、日系三世として正式に入国し、そして日本に定住しようとしている日系ブラジル人の数は、無視できない規模であるし、また定住化も進んでいる。そういった人々つまり在日ブラジル人が、今後の日本社会の中で日本人と互いに足を引っ張り合わないように、共にパートナーとして生活していくことができるようにするために、私たちは在日ブラジル人子女の教育政策を提言する。

第2節 在日ブラジル人の定住化
　前節で日系ブラジル人が日本へ移動してきている現象デカセギについて説明し、今後の見通しなどについて述べた。本節では登録外国人統計などの資料を用いて、日本に滞在している在日ブラジル人の規模について分析し、その傾向や性格というものに迫っていく。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2007年登録外国人統計より独自作成
　2007年度の登録外国人統計によると、日本に滞在する外国人の総数は約215万人で、うちブラジル人の数は約32万人である。この規模は国籍別で比較すると三番目に大きな数となる（図1参照）。しかし総数には短期滞在などの外国人も含まれているため、登録外国人統計のうち、日本に長期滞在できる在留資格（永住者、特別永住者、永住者または日本人の配偶者、定住者）のみに絞って分析を加えると、この総数が約140万人、うちブラジル人は31万人の規模であることが分かる（図2参照）。さらにこのブラジル人の数字を在留資格別に分析すると、定住者が約15万人、永住者が約9万人、日本人の配偶者などが約7万人となっており、定住化が進行しているように見てとれる（図3参照）
。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2007年登録外国人統計より独自作成
　上記から分かるように、在日ブラジル人の多くは、在留資格「定住者」（以下、定住者資格）によって日本に滞在している。この定住者資格は、1989年の入管法の改正に伴い、新たに日系人に対し定住者資格が拡充されたものである。これは日系三世に対し1年から3年までの長期滞在を認める在留資格で、在留活動に制限はないため単純就労も可能というものである
。これにより1991年時点では在日ブラジル人数が11,933人（外国人登録者全体の9.8％）であったのに対し、2007年には316,967人（外国人登録者全体の14.7％）にも増加した。16年間で凡そ3倍ほどの増加である。つまり、在日ブラジル人は、この定住者資格の拡充を契機に、日本に移動してくるようになったと言える（図4参照）。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  外務省ホームページから引用

　また近年在日ブラジル人の実質的定住化が進んでいることも指摘しておきたい。実質的定住化の定義は様々だが、ここでは在留資格「永住者」（以下、永住者資格）への変更の要件を踏まえ、定義する。永住者資格への変更は原則10年在留が基本要件であるが、定住者資格をすでに所持している場合は、5年以上日本に在留していることで、他の永住者資格変更の基本要件を満たしていれば、永住者資格への変更が可能であるとされている
。このことから5年という数字を実質的定住化の一つの目安とする。5年以上在留している在日ブラジル人の規模がはっきりと分かる全国的な統計データはないが、たとえばJICAは1997年の「デカセギ調査」から在日ブラジル人の54％が4年から7年在留していると述べているし
、2005年のIDB（米州開発銀行）の調査によれ54％の在日ブラジル人が日本に5年以上滞在していると述べている
。またもっと在日ブラジル人の実質的定住化を示すデータも存在する。図5・図6はブラジル人国籍の永住者資格への変更の許可件数の推移を表したものである。この図を見ると、平成14年度から平成18年度の間は少なくとも毎年1万人以上のブラジル人国籍のものが永住者資格を獲得していることが分かる
。
図 5
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  法務省「出入国管理」より独自作成


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 法務省「出入国管理」より独自作成
　在留資格や統計などから見る以外にも在日ブラジル人の定住化が進んでいることは指摘できる。たとえば「住宅購入者の増加は、永住権の取得以上に、明確な「定住」の意思表示」であるが、日本で自宅を購入する在日ブラジル人は「今では一般の労働者の間でも広がっている」と言う
。こうした動きが一般的に低賃金労働者と見られている在日ブラジル人が可能なのかという偏見は次の事実によって改められねばならない。2005年のIDBの発表によると、ラテンアメリカから日本へデカセギに来ているものの70％が母国への定期的な送金を行っており、それは年間平均回数14.5回、金額は一回の送金に平均600ドルであると言う。また2005年の母国への送金はラテンアメリカ全体で26.5億ドル以上、ブラジルのみで22億ドルもの規模で行われているとあり
、これは日本での生活の維持に必要な消費以上の所得があって、貯蓄や送金といったことに行えているという実態である。またこの調査は、在日ブラジル人がデカセギをして貯蓄や送金を行っている理由について、「生活水準の向上のため（全体の32％）」「母国ブラジルでの起業資金ため（全体の19％）」「母国で家を買うため（全体の14％）」「子どもの教育のため（全体の13％）」と述べており
、こうした消費行動が定住化によって日本国内で起きているとしても十分に不思議ではない。
　上記のように在日ブラジル人が実質的定住化傾向にあることは指摘できるが、在日ブラジル人が定住の意思決定をどのように行っているか知る手がかりは非常に少ない。濱田国佑によると、同氏が行った在日ブラジル人に対する意識調査から、在日ブラジル人は「あくまでも意識の上では、ブラジルへの強い帰国志向を持っている」という。しかし定住化が進むと条件付きの帰国志向への変化が見られるとも述べている
。
　帰国の意識が強い在日ブラジル人ではあるが、一方で長期滞在化（実質的定住化）をするケースもあれば、リピーターとして再び日本に戻ってくるケースもある。実際にどのような事情で日本にとどまろうとしているか、または帰国しようとしているかは個人個人様々な理由によるだろう。その理由となっているものは一つではないのかもしれない。その上で、前述の濱田国佑によると、「子どもが日本の学校に通っている場合、滞在期間が10年以上であると答えた割合は、5割を超えている」と述べている
ことから、在日ブラジル人の世帯で子どもが就学年齢にあって日本の教育機関に就学している場合は、日本での滞在期間が延びていくものと私たちも考えた。

　以上のように、在日ブラジル人の実質的な定住化の流れが進んでおり、また子どもを持つ在日ブラジル人は定住化傾向が強いことが予測されることから、「日本社会で生きていこう」と考える在日ブラジル人子女に対して、日本で生活していくために必要な教育とその機会を保障していかねばならない。そうした前提を調えるために私たちは在日ブラジル人子女の教育政策を提言するのである。

第3節 在日ブラジル人の地域性

　もう一つの特徴として在日ブラジル人の分布には「地域性」があることが挙げられる。
　図7・図8は2007年登録外国人統計を市ごとに分類し、国籍別に外国人登録数を円グラフ化したものである。図7の大阪市では、在日中国人・在日韓国・在日朝鮮人が合わせて約10万人近くいるのに対し、在日ブラジル人は約1000人である。一方、図8の浜松市では、在日中国人と在日韓国・朝鮮人が合わせて約5000人であるのに対し、在日ブラジル人は約2万人である。このように地域によって多数派となる外国人が異なっていることが分かる。




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  2007年登録外国人統計より独自作成

　在日ブラジル人の移住形態は斡旋業者を媒介にした「商業型移住システム」である。この「商業型移住システム」とは、斡旋業者などを通して自動車などの製造業関連の企業とその下請け企業が多くある地域に移住し、生活を営んでいくという形態である。この「商業型移住システム」は、「親族ネットワークなど特定の社会関係資本を持つ人々だけでなく、全ての日系ブラジル人に対して機会が開かれている」ことが特徴として挙げられる
。

　在日ブラジル人が多い地域は外国人集住都市会議
に参加している地域が挙げられる。この外国人集住都市会議とは、「ニューカマーと呼ばれる南米日系人を中心とする外国人住民が多数居住する都市」などを中心に設立され、「外国人住民に関わる施策や活動状況に関する情報交換」や首長会議を開催して「国・県及び関係機関への提言」を行い、これを通して「地域で顕在化しつつある様々な問題の解決」への取り組みを行っているものである
。

以上から、在日外国人の諸問題は「地域性」のある問題とし、在日ブラジル人に対する政策であり施策は各地域・各自治体の実状に合わせたものを行う必要があるとの前提に立ち、私たちは在日ブラジル人子女に対する教育政策を提言する。
特に本稿では、後でも述べるように、愛知県豊橋市を仮想モデルとして政策提言の中身を考えていく。
第4節 先行研究の整理

この章の最後で私たちが本稿で論ずる分野においての先行研究を整理しておきたい。先行研究の整理として、総合調査「人口減少社会の外国人問題」（松尾、吉田ほか　2008）の報告
を基に、特に在日ブラジル人子女の教育という分野に絞って、整理する。 

背景
1989年の「出入国管理及び難民認定法」の改正により、日系ブラジル人が主に就労のため来日するようになった。当初は単身で来日し、短期間で「デカセギ」を行う傾向が強かったが、次第に家族を帯同して定住化するケースが増加したため、日本語を話せない子女の教育が問題となっている。 

３つのグループ
松尾と吉田は日系ブラジル人で学齢期にある子どもたちを、大きく3つのグループに分けている。


① 日本の公立の小中学校に通い、日本のカリキュラムに沿って日本語で授業を受けているグループ
日本語指導が必要な児童・生徒への対応を迫られる。現在の対策としては、教員の加配制、バイリンガル教員、ブロック別集中システムがとられており、後者二つは特に外国人が集住している地域において見られる。問題点として挙げられるのは、文化、生活習慣の違い、本国との学校システムの違い、教師との関係が異なること、親とのコミュニケーションに支障をきたす（母語を急速に忘れる）が挙げられる。 

② 外国人学校に通い、母国語で母国のカリキュラムに沿って学んでいるグループ
外国人集住地域に多く存在する。将来母国に帰国できるよう母国のカリキュラムで学ぶが、日本政府から学校として認可されないため（私塾扱いのところが多く、各種学校でさえ少ない）、資金面に不安がある。このことから現れてくる問題点としては、運動施設の不足、敷地の狭さ、耐震基準不足、財政的支援がない（ブラジル・日本政府）、授業料などの金銭的負担→家庭の経済状況で入退学が頻繁、通学時間が長い、教職員は不安定な雇用で、社会保険に加入していない、などが挙げられる。
 
③ いずれの学校にも通わない不就学・不登校のグループ
我が国の法令においては、外国人子女に対する教育についての定めはない。外国人子女の義務教育諸学校への就学に関しては、義務ではなく許可である。そのため、就労のため移動を繰り返す不安定な状態の家庭にいる子どもたちは、不就学に陥りやすい。その結果として、犯罪の増加などの問題が指摘されている。 

また、公立学校における日本語指導についての研究についての整理もここで行う。 

小内透（２００６）
は、公立学校の以下の4点を問題として挙げている。 

1 日本語教室の問題
相対的に会話能力が落ちる者優先のために教室を卒業せざるを得ない。また日本語教室の時間割が原学級に左右されているため、場当たり的になりやすい。さらには日本語指導教員も特別な教育を受けていない。系統的な日本語指導ができにくい。 

②母語教育や母語による教育の排除
日本語教室で会話程度の生活言語能力が身についても学習言語としての能力は身につかない。日本語でも母語でも学習言語が獲得できない事態が生まれることもあり、原学級に戻ってもついていけない。 
③進路の問題
「外国人特別枠」が設定されているもののブラジル人の児童・生徒の成績が悪く、高校に進む者は多くない。 

④教師と親子のギャップ
聞き取り調査から親の高学歴志向が強く、子どもの日本語習得も積極的に受け止めているが、教師はブラジル人が教育に無関心と考えている。

　以上のことを踏まえ、本稿では、在日ブラジル人子女への日本語の教育を目的に論を進める。
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